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論文題目  NPOと行政による地域の協働活動における成果要因についての考察  
氏  名    矢代隆嗣  
    
研究の背景  
社会の成熟化などにより多様化する住民ニーズや財政難のもとで、公共サービス提供の
担い手として民間セクターと行政との協働が様々な分野で行われている。自治体の多くは
担当部門の設置、条例の制定、そして協働活動の指針やマニュアル類を作成するなど地域
での協働活動に対する環境が整備され、多くの地域で協働事業が行なわれている。しかし、
本来の目的である地域の問題解決に貢献できている協働活動の報告は少ない。一方、地域
の協働に関する既存の研究の多くは、協働論や自治体における協働事業の実践結果から見
えてきた課題抽出が中心となっている。今後、成果を生み出す協働を積み重ねていくため
には自治体が展開している協働の制度論や、その評価だけではなく、協働事業の特性を前
提に個々の協働事業を成果に導いていくための協働活動に関するマネジメントについての
研究と実務での応用が求められている。  
  
研究の目的・対象・方法  
  上記の背景をもとに行う本研究の目的は、地域における協働活動の実態を正確に記述し、
協働活動において成果に影響を与える要因についての仮説構築を行い、それを実務に活か
すための指針を提示することである。研究対象は基礎自治体が推進している協働提案事業
施策において、地域の問題解決を目的として行った NPO と行政との協働事業とし、その
活動を通じて生みだす成果に影響を与える要因とする。なお、地域における協働の目的は
地域問題の解決であることから、協働活動による成果とは協働活動が取り組んだ問題が解
決された状態（アウトカム）である。 
研究方法は協働提案事業期間内で、一定の成果を収めた希少な協働事業について、その
協働事業の全体像を押えつつ、協働事業プロセスという複雑な事象を時系列に、濃密な記
述を行い、協働活動から成果に影響を与える要因についての仮説を構築するための研究戦
略として事例研究法とした。  
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第２章  新しい公共における協働  
第２章では地域における協働について整理し、新しい公共における協働について考察す 
るとともに、NPO と行政との協働について、先行研究及び、地域での協働事業を先行し
て行なっている自治体の現状と課題についてまとめた。  
協働とは地域の問題解決のために、自律した主体が対等関係で連携し、成果を生みだす
ことである。地域における協働の背景には、①地域における政策需要の増大化、②住民ニ
ーズの多様化、高度化、③行政による公的サービス供給能力の限界、④行政改革の必要性、
⑤地域自立化促進化、そして⑥市民活動の活性化など６つの側面から整理した。  
次に、地方分権型社会における「新しい公共」における協働の考察を通じて、地域社会
において市民自治をベースに、その地域がめざす姿を実現するために多元的主体が政策プ
ロセス（ビジョン策定、政策立案、執行、評価）で連携する取り組みである協働の特徴と
して、「市民的公共性が基本価値であること」、「多元的主体による体制であること」、「各主
体が責任意識を持つこと」、そして「公正、透明な合意形成プロセスを運用すること」が挙
げられた。  
さらに、協働活動の現状の実態について、NPO と行政の協働に関する先行研究を中心
に、協働の視点からの組織特性、協働の領域、協働のメリット・デメリット、協働の形態、
そして課題を整理した。また、協働事業を先行している自治体の報告から、課題として、
①活動することが目的の段階であることに加え、②協働の原則が現場で機能していないこ
と。③次に活かせる評価になっていないことなど、形式的な制度運営となっているだけで
はなく、④地域の問題解決のための基礎スキルとしての問題解決スキル不足が挙げられた。  
  
第３章  協働活動で成果に影響を与える要因  
先行研究及び、協働事業を先行している自治体における取り組みの現状と、そこからの 
課題から成果に与えると思われる要因を、①協働関係面、②活動環境面、③参画者変革面、 
そして④事業成果面の４視点に分けてまとめた。その結果、要因の多くが新たな取り組み 
を始めるための環境整備面についての項目であった。そこで本研究の目的である個々の協 
働事業・活動面における成功要因を洗い出すために、‘協働の公的プロジェクト’を構想か 
ら成果までのプロセス面で、成果に影響する要因について、プロジェクトマネジメント論、 
プログラム評価論、そして地域、現場の組織、人材の持つ情報、その組み合わせによる知 
恵をいかに活用し、地域に適した方策を創造する視点から、ナレッジマネジメント論など 
のマネジメント理論の考察を通じて、協働活動において成果を出すための要因を帰納的に 
導出し、それらを「A.協働の環境面」、「B.協働活動面」に区分して整理した。 
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第４章  事例研究  
第４章では質的調査法である事例研究法の定義、活用の留意点を確認した上で、A 市の
協働提案事業において、成果を生みだした協働事業の実態を正確に濃密に記述するととも
に、成果に影響を与えた要因に関する知見をまとめた。具体的な調査としては事業関係者
へのインタビューと事業に関連した文献調査を中心に行った。インタビューは 3 回行い、
回数を重ねるに従い、成果に影響のありそうな項目を中心に内容を深く掘り下げていった。  
事例分析によって、第 3 章で導出した成果要因は実務において一定の支持がされるこ
とが確認できた。また、当事例の協働事業において成果を生み出した背景を要約すると、
「問題意識と解決意欲と能力を持った人材が専門職、現場職員と積極的に関わることで、
具体的な目標（市民後見協力員構想と NPO の組織改革）を生みだし、その目標実現への
具体的行動が市民、関連組織を巻き込み、それが支援や連携につながり、成果である基盤
づくりができた」と整理できた。そして、成果から逆に協働活動を辿っていくと、成果の
起点は‘問題意識と解決意欲を持つ’とともに、‘多元的主体による活動を成果に向けて舵
取った’個人に行き着いた。つまり、“使命感を持ち、成果志向のプロセスマネジメント”
をした個人が核となる成果要因として挙げられた。さらに、事例研究を通じて、成果に影
響を与えると思われる新たな項目として、協働事業準備・実施中について６項目と協働期
間終了後について３項目が浮き彫りになった。  
  
５章  結論と課題  
結論として、地域の問題解決を目的とした協働活動において、その成果に影響を与える
要因についての仮説と実務活用への要点を示した。「B.協働活動面」における成果要因につ 
いて、析出した仮説は、「ａ.協働関係」、「ｂ．参画者（協働参画の組織、個人）」、そして
「ｃ．事業マネジメント」に分けて、それぞれ５つの要因を挙げた。  
まず、ａ.協働関係は「①目的（趣旨）が明確にされ、共有されていること」、「②役割分
担が明確にされ、実施されていること」、「③対等の関係性が維持されていること」、 
「④信頼関係が構築されていること」、「⑤関係者間で密なコミュニケーションがとられ 
ていること」、次に、ｂ.参画者（協働参画の組織、個人）については「①（テーマ領域の） 
問題解決に対する使命感を共有していること」、「②成果実現志向であること」、「③（テ 
ーマ領域の）問題解決に適切な専門能力を発揮されていること」、「④自立した組織であ 
ること」、「⑤自己変革していること」、そしてｃ.事業マネジメントは、「①計画段階で 
具体的な成果目標設定とその実現の方法を設計し、共有していること」、「②適時適切な 
進捗管理と活動の節目毎・年次で評価し、次に活かしていること」、「③適切な資源調達、 
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管理されていること」、「④活動結果を適切に公開、説明責任が行われていること」、「⑤ 
ステークホルダーとの良好な関係が維持されていること」である。  
先行研究、協働を先行して取組んでいる２つの自治体からの考察からの成果につながっ
ていない地域・自治体の特徴として、ア）実態として、とりあえず協働することを先行（目
的化）している、イ）自立した NPO が少ない、ウ）協働に消極的な職員や協働パートナ
ーを下請け的に活用しようという意図を持つ職員の存在、エ）協働事業が適切に評価され
ていない、オ）協働事業チーム内に問題解決プロセスの舵取り役がいない、カ）協働推進
担当部門は手続き運用が中心で支援機能が弱いなど６点が挙げられるが、本研究で構築し
た成果要因仮説（体系）はこれら６つの特徴を持つ地域・自治体で活かすことが可能と考
えられることから、個々の協働事業が成果を生みだすためのマネジメント視点として実践
での活用を提案した。  
その内容は、A 市の事例研究における協働活動の成果要因の核が、“使命感を持ち、成
果志向のプロセスマネジメントができる人材”であったことから、協働で成果を生み出せ
ない地域・自治体において、成果に向けた舵取り（プロセスマネジメント）ができる人材
を育成するという課題に対して、その解決アプローチとして、構築した体系を活用するこ
とである。ただし、実践を通じて協働目的を実現できる人材づくりを行なっていくために
は、並行して、「①参加しやすい協働環境を提供すること」、「②「地域協働基盤構築型」と
「地域問題解決型」の目的を分けた展開をすること」、「③評価を有効に活用すること」、「④
協働活動の支援機能を強化すること」、「⑤協働期間以降の維持・発展へ対処すること」、そ
して「⑥地域の中期ビジョンづくりから住民・NPO を巻き込むこと」などへの対処も含
めた現状の実態に対して、成果を生み出す協働活動へ向けて、基盤整備から始めることを
重視した提案である。 
本研究の今後の課題は、構築した仮説要因について、より精緻な理論構造の構築ととも 
に、多彩な協働現場での実践で活用できる成果要因の構造化を進めていくことである。  
                          以上 
